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柔軟な働き方と働く環境における
従業員の能動性の意義
―境界管理とオフィス活用に関する研究展望

遠藤　　一
（株式会社オカムラシニアコンサルタント）

2020 年前後から日本企業でも働き方や働く環境の柔軟性が増している。たとえば，共働
きが一般的になる中で仕事と家庭の両立が課題となり，テレワークのように公私一体とな
りやすい柔軟な働き方は，両立を支える要因にも，阻害する要因にもなりうる。また物理
的な働く環境，主にはオフィス空間をめぐっても，フリーアドレス制の導入や，オフィス
内に多様な活動を支える空間を設けるなど，空間設計の自由化や多様化が進んでいる。こ
うした働き方と働く環境の柔軟性は，総じてそこで働く労働者が自律性を発揮できる余地
を増すものであるほか，自律性を発揮してこそ有効活用されるものであるともいえる。そ
こで本稿では，仕事と家庭の両立という「働き方」と，オフィス空間に代表される「働く
場所」の 2 つのテーマに関して，テレワークや前述の自律性の要求などとの関連を含めて
研究レビューを行う。特に近年これら 2 つのテーマの双方で注目される，労働者自らが自
分に最適なバランスを求めて能動性を発揮するという，いわば環境のクラフターとしての
労働者のあり方（e.g., 境界管理戦術，オフィス空間の使いこなしの工夫）の重要性につい
ても関連する先行研究を紹介し，今後の研究の展望を論じる。
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Ⅰ　は じ め に

　近年，日本ではさまざまな点で働き方の「自由
度」が高まっている。象徴的な例が，新型コロナ
禍前後の感染症対策や生産性向上を目的とした，
働く時間や場所を柔軟に選択することのできる

「リモートワーク」の登場である。関連して，仕

事と私生活の関係にも変化が生じている。近年は
共働き世帯が増加傾向にあるほか，男性の育児休
業の取得推進の動きもあり，自分や家族に合った
キャリアや働き方を主体的に選ぶ機会が増えてい
る。本稿ではこうした労働者自身がさまざまな物
事に対して持つ自由裁量や意思決定の余地の多さ
を総じて「自由度」と表現する。
　一見すると，こうした自由度が高まることは労
働者にとって望ましいことにも思える。たとえ
ば，心理学における内発的モチベーションに関す
る代表的な理論である「自己決定理論」（Deci 
and Ryan 2000）に基づいて考える。この理論で
は核となる仮定として，人には 3 つの心理的な欲
求が存在すると仮定される。具体的には，（1）自
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身に十分な能力がありそれを発揮できていると感
じたいという「有能感」，（2）他者と安定的な関
係を構築できていると感じたいという「関係性」，
そして（3）自らの行動や選択を自分で統制でき
ることを望むという「自律性」の欲求である。も
し，働き方の自由度が高まることで労働者の自律
的な選択の余地が増えるならば，自律性の欲求が
充足されることで，労働者は自発的に行動し，ま
た熱意を持って仕事に取り組むことができるよう
になると推測できる。
　しかし，心理学や消費行動などの先行研究から
は，自由度は労働者に利点ばかりをもたらすわけ
ではない可能性も示唆される。一例として，選択
肢が多すぎると，適切な選択肢を選ぶことに対す
る認知的な負荷が強まるために，決定に対する満
足感の低下や後悔の増大などにつながることを示
した研究もある（e.g., Iyenger and Lepper 2000）。
この知見を踏まえると，働き方の自由度が高まっ
たとて，労働者はそれを活用しきれず，ときに問
題すら生じる可能性もある。
　では，このようなときに相反する効果を生みか
ねない自由度の高まりは，実際のところ労働者に
どのように影響しているのだろうか。本稿では，
特に（1）仕事と家庭生活の境界管理という「働
き方」の観点と，（2）オフィス環境等の「働く場
所」の観点から，近年の研究の知見や今後の展望
を論じる。さらに，近年の研究で特に重視されて
いる，労働者は自由度の高まりに対して受動的な
存在であるとは限らず，むしろそれを能動的に使
いこなす存在でもあるというクラフター視点の重
要性と研究上の課題も整理する。

Ⅱ　共通する主要理論

１　働き方と働く場所に共通する理論

　本稿を構成する「働き方」と「働く場所」の自
由度や能動的関わりに関する研究は，ときに交差
しつつも，異なる領域で独立して取り組まれてい
る。しかしどちらの研究にも共通してみられる視
点や理論も存在している。本節ではそのうち主な
ものを 2 つ紹介する。これを踏まえて，「働き方」

と「働く場所」の 2 つの対象に対する研究を共通
の基盤から関連付けて理解することを目指す。

２　外的環境に対する受動性と能動性

　1 つめの視点は労働者とそれを取り巻く外的環
境の関わり方を論じるものである。ただし特定の
概念や理論に依拠した研究というよりは，さまざ
まな研究でときに異なる表現で語られる「人間
観」のようなものであるため，本稿では「視点」
という表現を用いる。
　労働者は外的環境から完全に独立した存在では
なく，働き方の制度（e.g., 労働時間管理，私生活の
両立支援制度）や働く場所（e.g., リモートワーク，
オフィス環境）といった客観的・物理的環境，上
司・同僚や家族との人間関係といった対人的環境
など，さまざまな外的環境の制約のもとで働いて
いる。その点で労働者は外的環境の影響を受ける
受動的（reactive）な存在である。しかし，労働
者は常に受動的な存在ではなく，むしろ能動的

（proactive, enactive）に外的環境と関わる存在であ
ると考えることもできる（Parker, Bindl and Strauss 
2010）。本特集のテーマであるジョブ・クラフティ
ングに象徴されるように，人は環境に対して完全
に受動的な存在ではなく，むしろ限られた裁量の
余地の中からでも自ら工夫し，ときに外的環境を
部分的に作り変え，自分なりに新たな意味づけを
図ることもままある。
　本稿のテーマである「働き方」と「働く場所」
の自由度についても同様の仮定が置かれることが
多い。つまり，仕事と私生活の境界が曖昧にな
り，リモートワークの拡大やオフィス環境の柔軟
性が高まる中で，労働者は単にそれらに対して受
動的にふるまうだけでなく，むしろ自分や組織に
とってより良いあり方を希求し，能動的に外的環
境の調整を図ろうとすることがあると考えられて
いる。

３　Needs-Supplies Fit

　2 つめの理論が，Needs-Supplies Fit（以下 N-S 
Fit）の理論である。ここではまず上位理論にあた
る Person-Environment Fit（以下，P-E Fit）につ
いて簡潔に述べた後，N-S Fit と本稿の関係につ
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いて述べる。P-E Fit とは労働者個人と外的環境
の間の適合性や一貫性を指す概念である。先行研
究では概して，労働者と外的環境の特徴が適合す
ることが職務満足の向上などの望ましい帰結につ
ながりやすいとされ，双方のどのような特徴がど
のように適合することが望ましいのかということ
が長らく研究されてきた（van Vianen 2018）。
　そうした P-E Fit の細分類の 1 つが N-S Fit で
ある。N-S Fit とは，労働者が持つさまざまな欲
求・要求（needs）と外的環境から供給される資源

（supplies）の一貫性，または後者による前者の 
充足に対応する概念である（Edwards and Shipp 
2007）。さまざまな要素同士の適合に関する理論
が含まれる P-E Fit の中でも，特に N-S Fit は職
務満足などに対する予測力が強いと指摘する研究
もある（van Vianen 2018）。この理論は，先ほど
述べた 1 つめの視点である能動性の考え方とも深
く関わる。もし人が外的環境に対して能動的にふ
るまい，さまざまな働きかけをするとして，何を
希求してそのようなふるまいをするのだろうか。
あるいは，能動的にふるまった結果として，どの
ような状態を実現することが望ましいといえるの
だろうか。これらの問いに対する 1 つの答えとし
て，N-S Fit の理論が援用されることが多い（Allen 
et al. 2021；Kreiner 2006；Appel-Meulenbroek, Le 
Blanc and de Kort 2020）。すなわち，働き方や働く
環境を自ら調整することで，自身の希望や特徴に
合致するように外的環境から資源を引き出すこと
で，両者の調和や更なる成果につなげることがで
きるとして議論が展開される。

Ⅲ�　仕事と私生活の境界管理の実態と 
効用

　前節までは，本稿を貫く自由度と能動性という
研究課題に関して，前提となる社会的背景や理論
を整理した。これを踏まえて本節からは，「働き
方」と「働く場所」の 2 つの領域における個別の
研究潮流や課題，展望をまとめる。
　まず本節では，仕事と私生活の関係にまつわる
クラフター視点の重要性を論じた先行研究をまと
める。なお，「仕事」と対置されるべき言葉が何

なのかについては，先行研究でも議論が分かれて
いる。たとえば，「ライフ」（life）という広い対象
が内包される表現を充てる研究もあれば（e.g., 佐
藤・松浦 2022；Kossek et al. 2012），家庭や家族を
重視して「ホーム」（home）や「ファミリー」

（family）という表現を充てるもの（e.g., Ashforth, 
Kreiner and Fugate 2000；Kreiner 2006），仕事で
はないが家庭以外の内容を広く含めるために「ノ
ン ワ ー ク 」（nonwork），「 パ ー ソ ナ ル ラ イ フ 」

（personal life） と い う 表 現 を 充 て る も の（e.g., 
Allen et al. 2021；Bulger, Matthews and Hoffman 
2007）もある。本研究ではレビュー研究という特
性上，対象を問わず広く研究知見を紹介する。た
だし便宜上，上記のノンワークという表現と同様
に，生活における仕事以外の対象を広く含むもの
として「私生活」という表現を使用して議論を進
める。

１　仕事と私生活の「境界」という発想

　一連の議論で前提になる考え方が「役割」（role）
である。人は社会生活の中でさまざまな領域ごと
に果たすべき（あるいは自身がアイデンティティを
抱く）役割を持ち，複数の役割を使い分けながら
暮らしていると考えられている。たとえば，既婚
で子どもを持ちながら働く男性がいたとすると，
組織で働く際には「職業人」としての役割を，家
庭では「夫」「父」としての役割を，それぞれ担
うと整理できる。複数の役割を持つことは，とき
に新たな経験と発想につながる可能性もあるが，
一方で，役割の多さや切り替えに伴う思考や行動
の負荷が高めるために，心理的葛藤（役割葛藤）
も起きうる。前述の男性の例でいえば，たとえば

「仕事が忙しくて家庭での役割を十分に果たすこ
とができない」ということや，逆に「子育ての負
担が多く，仕事に集中できない」といったことで
ある。こうした役割をまたぐ正負の影響を総じて

「スピルオーバー」（spillover）と呼ぶ研究もあり，
影響の有無や程度，その改善方法が一大研究領域
となっている。
　この役割に関する議論を踏まえたうえで，本稿
で重要なもう 1 つの概念が，仕事と私生活の「境
界」（バウンダリー；boundary）である。境界とは
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文字通り複数の役割や領域の間に存在する区切り
のことを指し，本質的には心理・社会的なものだ
が，境界を知覚する当人にとっては実態を持った
もののように認識される（Ashforth, Kreiner and 
Fugate 2000）。人は物事を単純化し理解可能なも
のにするためにそうした境界を設け・維持しよう
と動機づけられると考えられている。境界の強さ
や明確さは，ある程度外在的に決定される。たと
えば，リモートワークが導入されていない企業で
働く者にとっては，仕事はオフィス等の事業所で
するものであり，私生活は自宅等の事業所外で過
ごすものと境界を明確化しやすい。一方でリモー
トワークを活用して働く場合は，自宅という「私
生活のための場」でも仕事をすることになり，仕
事と私生活の境界が曖昧になりやすい。先行研究
の中には，こうした公私の境界が曖昧になりやす
い職業の例として，アメリカで聖職者を取り上げ
たものもある（Kreiner, Hollensbe and Sheep 2009）。
　これらの前提のもと，近年は仕事と私生活の境
界が曖昧になりやすいことを指摘した研究も多い

（e.g., Allen et al. 2021）。先ほども例に挙げたリ
モートワークの浸透によって物理的な境界が曖昧
になることや（Allen et al. 2021；金井 2021；中川
ほか 2021），子育てをしながら働くことが一般化
したことで心理的・時間的な境界が曖昧になるこ
と（パーソル総合研究所 2024）などが一例として
挙げられる。

２　境界の主体的なマネジメント

　このように仕事と私生活の境界が曖昧になりが
ちな社会的背景の中，注目される概念が「境界管
理」（バウンダリー・マネジメント；boundary manage- 
ment）である。境界管理とは，前述のようなさま
ざまな領域間の境界を主体的に創造，維持，調整
し，自らを取り巻く外的環境を単純化して理解し
ようと試みる行為を指すと定義される（Ashforth, 
Kreiner and Fugate 2000）。
　この概念を理解するうえで重要な点が，セグメ
ンテーションとインテグレーションという考え方
である。これらは 1 つの軸上の両極の状態として
位置づけられ，セグメンテーションは 2 つの領域
の境界が明確で分離されている状態を，インテグ

レーションは境界が不明確で統合されている状態
を指す（Allen, Cho and Meier 2014；Kreiner 2006；
Kreiner, Hollensbe and Sheep 2009）。たとえば，仕
事と私生活を完全に切り分けて捉える状態が前者
に，完全に一体化して捉える状態が後者にあた
る。この両極にある状態の間で，働く者が何らか
の基準で「境界」のあり方を最適化すべく調整す
ることを，境界管理と呼ぶ。
　境界管理の議論には，（1）労働者自身の「選
好」（preference）に注目するもの，（2）外的環境
や施策による「供給」（supply）に注目するもの，
そして（3）境界管理の具体的な「戦術」（tactics）
に注目するものという主に 3 つのアプローチが
ある。
　1 つめのアプローチが，前述のセグメンテー
ションとインテグレーションのどちらを好むかと
いう個人の選好に注目する研究である。この研究
群ではどちらの選好が望ましい帰結につながるか
という点を定性的・定量的に論じた研究もあるが

（Allen et al. 2021），結果はあまり一貫していない。
それを踏まえて行われている研究が，選好と外的
環境の適合に注目するものである。この研究で
は，本稿冒頭で紹介した N-S Fit の理論を援用し
つつ，労働者自身の選好と合致する外的環境で働
く場合に，モチベーション向上などの望ましい帰
結につながると考えられている（Allen, Cho and 
Meier 2014；Kreiner 2006）。たとえば Kreiner（2006）
はアメリカの労働者を対象に質問紙調査を行い，
本人の境界管理に対する選好と勤務する職場の特
徴の組み合わせによって，ワーク・ライフ・コン
フリクトや職務満足に対してどのような影響が生
じるかを，応答曲面法と呼ばれる適合効果の検証
に向く分析を用いて検討した 1）。これらの議論か
ら境界管理を捉えるならば，「自分に合った環境
で働くことができるように調整を図ること」が望
ましいあり方だといえるだろう。
　2 つめのアプローチは境界管理を「外的環境か
らの供給」という観点で捉えるものである。すな
わち，労働者個人の選好とは別に，勤務先の企業
によって提供される労働環境や資源がインテグ
レーションやセグメンテーションを支えるものか
どうかに注目するアプローチである。たとえば前
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述の Kreiner（2006）の研究では回答者本人の選好
とは別に勤務先からの供給を測定しており，「私
の職場は人々に自宅にいるときには仕事のことを
忘れさせてくれる」等の質問項目によって，セグ
メンテーションを支える供給があるかをたずねて
いる。そしていくつかの研究では，こうしたセグ
メンテーションを支える環境が提供されているほ
ど，ワーク・ライフ・コンフリクトを抱えにくい
可能性も度々指摘されている（Allen et al. 2021；
Kreiner 2006）。
　そして 3 つめのアプローチが「境界管理戦術」
である。境界管理戦術とは，仕事と私生活などの
複数領域間の境界を自身に望ましいように調整す
るための具体的な工夫のことを指す。Kreiner, 
Hollensbe and Sheep（2009）は仕事と私生活の
境界が曖昧になりやすい職業であるアメリカの聖
職者を対象に定性的研究を行い，境界管理戦術の
具体的なあり方を論じている。この研究で挙げら
れている例としては，「メール等の ICT 技術を活
用する」「周囲の他者の力を借りる」「仕事の優先
順位をつける」といった行動的な戦術のほか，

「気分転換や休暇を活用する」「仕事の時間をコン
トロールする」といった時間的な戦術，「仕事と
距離を取るために外出する」「インテリアなどで
仕切りを設ける」といった物理的な戦術，そして

「休日には事前に周囲に仕事の電話をしないよう
に伝える」といったコミュニケーションに関する
戦術などがある。また，リモートワーク下の戦術
に注目した研究もある（Allen et al. 2021）。この
研究群の考え方は，労働者による主体的な工夫の
意義や具体的な工夫の内容を論じる点で，ジョ
ブ・クラフティング研究の発想とも重なる点が多
いと考えられる。
　前述の「選好」「環境」の 2 つのアプローチと
比べると，戦術という側面から境界管理のテーマ
にアプローチする研究は限られるという指摘もあ
るが（Allen et al. 2021），新型コロナ禍以降に日
本国内で行われた研究もいくつかある。たとえば
パーソル総合研究所（2024）は独自に 19 個の質
問項目を作成し，日本の正社員を対象に質問紙調
査を行った結果から，6 つの境界管理戦術の得点
を作成した（切断，感情制御，計画，縮小，調整，

優先）。そして境界管理戦術を活用するほど，境
界コントロールの実感が高まるなどの結果が確認
された。また，加藤・富田（2025）は先行研究を
もとに 18 項目からなる独自の境界管理戦術尺度
を作成し，日本の労働者を対象とした調査の結
果，一部の戦術活用を通じて，役割葛藤による精
神的健康に与える効果が調整されることが確認さ
れた。
　以上のように，境界管理の議論にはさまざまな
アプローチがみられるが，どれも労働者と外的環
境の適合に注目し，またそれを労働者自身が主体
的にマネージすることの重要性を指摘する点は共
通している。特に，選好と外的環境の適合に関す
る理論ではセグメンテーションとインテグレー
ションのいずれかが望ましいとは元々仮定されて
おらず（Kreiner 2006），むしろ自身に合った環境
で働くことが重視されているほか（Bulger, Matthews 
and Hoffman 2007），境界管理戦術の理論では一層
明示的に労働者自身が主体的に外的環境を調整
し，周囲に働きかけることの意義が強調されてい
る。ジョブ・クラフティングに関する研究が明示
的に引用されることこそ限られるものの，労働者
自身の主体性や能動性に注目するという着想は共
通しているといえるだろう。

３　境界管理の研究をめぐる課題と展望

　労働者による主体的な境界管理の研究には上述
の通り一定の蓄積があるが，他方でさまざまな研
究課題が残されることも事実である。
　主なものの 1 点目が，境界管理におけるインテ
グレーションの意義の再考である。境界管理に関
する近年の研究では，セグメンテーションを選好
する態度やそれを支える外的環境が望ましい帰結
につながりやすいと指摘する研究が多い（e.g., 
Allen et al. 2021）。また，境界管理戦術の種類を
構造化する研究の中には，セグメンテーションを
実現するための戦術に特に力点が置かれているも
のもある（Kreiner, Hollensbe and Sheep 2009；パー
ソル総合研究所 2024）。しかし境界管理の理論の出
発点では，セグメンテーションが一方的に望まし
いものであるとは考えられておらず，むしろ多様
かつ個人によって異なる選好と捉えるべきか，外
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的環境との相性の観点から論じられるべきものだ
という立場が取られていた（Allen, Cho and Meier 
2014；Kreiner 2006）。このことを踏まえると，境
界管理におけるインテグレーションの程度を積極
的に測定する質問項目の開発や，「インテグレー
ションを実現するための戦術」（e.g., 職住近接の実
現，リモートワークの活用による仕事と私生活の柔
軟な関係，私生活の充実を仕事のモチベーションに
転じる姿勢）の研究を行う余地もあるだろう。
　2 点目として，境界管理が労働者本人だけでな
く，共に働く同僚やチームに与える影響について
の研究も必要と考えられる。たとえば，3 人で構
成される多忙な職場において，1 人だけがセグメ
ンテーションを強く志向して境界管理戦術を多用
した場合，何が起きうるだろうか。おそらく，本
人のワーク・ライフ・コンフリクトは低下し職務
満足度は向上するが，他の 2 人はむしろ悪化し，
チームワークも低下するものと推測できる。類似
する着想の研究は限られるが，たとえば男性の育
児休業取得に関連して，その同僚の心理を検討す
る研究も行われている（尾野 2025）。境界管理に
関する研究ではこうした「集団に対する影響」や
同僚との相互作用を捉えたものは限られるため，
今後の研究が求められる。

Ⅳ�　働く場所の主体的な活用・工夫の 
実態と効用

　近年は「働く場所」の自由度にも変化が見られ
る。働く場所の自由度に関しては少なくとも 2 つ
の研究潮流がある。1 つめはリモートワークの普
及に着目し，自宅や所属先オフィス，コワーキン
グスペース・シェアオフィスなど，物理的に離れ
た拠点間で働く自由度に注目するものである。2
つめはそうしたオフィス外の環境ではなく，むし
ろオフィス内の環境に注目するもので，所属先オ
フィス空間における執務デスクや打合せ・会議ス
ペースに代表される，オフィス内の各機能・用途
別空間の使い分けの自由度に注目するものであ
る。本節では，まず具体的な制度の 1 つとしてテ
レワークをはじめに取り上げ，その定義や日本国
内における導入状況について述べるとともに，そ

の効果も端的に論じる。続いて，前述 2 つめの側
面であるオフィス空間の自由度とそれをめぐる主
体的な活用・工夫について論じる。

１　近年の働く場所をめぐる変化 1―テレワーク

　テレワークとは，職場や事業所の外（自宅等）
で働き，ICT 技術を用いて職場と連絡を取る働
き方として定義できる。新型コロナ禍を通じて多
くの労働者がテレワークを経験する中，テレワー
クはますます当たり前のものになりつつある。総
務省により実施された「令和 6 年通信利用動向調
査」によると，企業におけるテレワーク導入率は
2020 年は 20.2％であったが，2021 年に 51.9％と
なり，その後やや減少してきている。しかし，
2024 年においても 47.3％の企業がテレワークを
導入している。また，導入目的として新型コロナ
禍への対応が前年より減少する一方で，勤務者の
ワークライフバランスの向上や業務の効率性（生
産性）向上が増加している。新型コロナ禍の緊急
事態宣言時は，感染症拡大防止策の 1 つとしてテ
レワークに着目されていた側面があるものの，ア
フターコロナとしてのニューノーマル時代におけ
る「多様性・柔軟性」を許容する新しい働き方

（厚生労働省岐阜労働局 2022）への着目も経なが
ら，現在は働く場所の多様な選択肢を支える制度
として活用されていると考えられる。
　テレワークを行うことの効果に関する研究も行
われており，前述した仕事と私生活の役割葛藤の
ほかにも，生産性や離職意思（の防止），組織コ
ミットメント，自律性，パフォーマンス，役割ス
トレス，職務満足など，多岐にわたる要因に対す
る効果があるとされる（e.g., Gajendran and Harrison 
2007）。なお，仕事と私生活の役割葛藤について
46 件の研究のメタ分析を行った Gajendran and 
Harrison（2007）によれば，在宅勤務はわずかな
がらも有益な効果がみられた。ただし，週 2.5 日
以上の在宅勤務を行うことは役割葛藤の改善には
良い影響をもたらす一方で，同僚との関係には悪
影響を及ぼすとされ，高頻度のテレワークには弊
害も指摘される。同僚との関係性をはじめ，こう
したテレワークがもたらすネガティブな影響につ
いても指摘されており，具体的には，孤独・孤立
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感や境界管理の困難性，生産性低下などが取り上
げられている（e.g., Lyzwinski 2024）。
　以上の通り，テレワークを通じて，労働者自身
が働く場所が広がり，これを主体的に選択するこ
とによりさまざまなポジティブな効果が期待され
る。一方で，同僚との関係性悪化に代表されるよ
うに，職場や組織全体で見た場合にはネガティブ
な影響が発生したり，テレワークを積極的に選択
した労働者自身にも否定的な影響がもたらされた
りする懸念もある。

２　近年の働く場所をめぐる変化 2―フレキシブ
ル・オフィス

　働く場所という観点で従業員が認められる，ま
たは発揮できる自由度は，必ずしも「オフィスか
テレワークか」の二択に限られない。むしろ，オ
フィスに出社した後に，そのオフィスの中でどれ
ほどの自由度を認められるか，あるいは自由度を
支える空間が備わっているかという「オフィス
内」の営みに着目する研究もある。
　オフィス環境の歴史的変遷を概観すると，当初
は個室や間仕切り等によって固定的に運用されて
いた環境が，次第に柔軟な運用を許す・促す環境
へと変化してきた経緯がある。具体的には，1950
年代には「オープンプラン・オフィス」というオ
フィス内に間仕切りや壁などを極力設置しない形
態が登場し，1970 年代初めには多くの支持を得
ながら，オフィスレイアウトに関する研究にも広
がりが見られた（e.g., Elsbach and Pratt 2007）。そ
の後は，従業員が自席を持たずに働く場所をオ
フィス内で都度選ぶ「フリーアドレス」（または
ノンテリトリアル・オフィス）と呼ばれるオフィス
環境や，「集中に向く環境」「対話に向く環境」と
いった多様な活動を支援する家具や空間をオフィ
ス内に用意して，労働者が自らそのときに従事す
る活動に合った場所を能動的に選んで働く「フレ
キシブル・オフィス」（ABW（activity-based working）
とも呼ばれる）というオフィス環境（Wohlers and 
Hertel 2017）も増えている。
　このように，オフィス環境は現代に至るまで，
ICT 技術の進歩や新しい働き方への変化の影響
も受けつつ，固定席で与えられた仕事を処理する

オフィス環境から，より多様で柔軟な運用を促す
環境へと変化してきた。多様なオフィス形態が存
在する中で，Davis, Leach and Clegg（2011）は
現代のオフィスの特徴を，「より多様で」「より机
に縛られず」，そして「形態においてより適応的」
であると指摘している。本稿の表現に置き換えれ
ば，働く場所の自由度が高まっているとも言い換
えられる。
　では，こうしたオフィス環境の自由度は，そこ
で働く人々にどのような影響を与えるのだろう
か。結論からいえば，フリーアドレスであれフレ
キシブル・オフィスであれ，効果は一貫していな
い。まずフリーアドレスについていえば，本来は
スペース効率の追求や組織変更への対応，チーム
ワーク改善，自律性意識の醸成，職務満足度向上
などの効果が期待されているが，導入の効果は必
ずしも一貫していない（稲水 2019）。この指摘は
フレキシブル・オフィスにも共通する。フレキシ
ブル・オフィスは，単に画一的な（または多様性
の低い）選択肢から座席を選択するフリーアドレ
スと比べて，「集中に向く環境」「対話や相談に向
く環境」等，多様な活動の形態に見合った多様な
空間がオフィス内に設けられ，「選択肢が多様で
ある」ことが重視される点が特徴である。しかし
その導入効果については，自律性を促す一方で，
集中やプライバシーにはネガティブな影響につな
がるなど，ポジティブとネガティブの両側面があ
る点でトレードオフがあるほか，それらの効果も
一貫性が弱い。フレキシブル・オフィスに関する
研究レビューを行った Engelen et al.（2018）に
よれば，フレキシブル・オフィスがもたらす正の
効果として，コミュニケーションや時間と場所の
コントロール，環境満足度の向上がある一方で，
集中やプライバシーに対しては不利になるとい
う。また，フレキシブル・オフィスにより，労働
者のプライバシーやオフィス空間に対する心理的
所有感に負の影響を与えることを指摘した研究も
ある（Halldorsson et al. 2021）。このように，フ
リーアドレスのレイアウトの限界を経て，選択肢
の多様性を増すために導入が進んだフレキシブ
ル・オフィスだが，これもまた必ずしも従業員に
良い影響ばかりをもたらすとは限らないという限
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界も見出された。
　以上のように，オフィス空間がそこで働く従業
員に与える影響には正負両面があり，また効果の
個人差も大きい可能性が示唆された。しかしこれ
までの議論は，働くための物理的環境を労働者が
所属組織・会社から一方的・受動的に提供された
状態のみ，つまり N-S Fit の理論を援用すれば，
所属組織・会社からの資源の供給の効果のみを論
じている。そのため，従業員の側がどのような
ニーズ・欲求を持ち，そして与えられた資源とし
てのオフィスを「どう使いこなすのか」の視点が
求められているともいえる。この点を次項で取り
上げる。

３　働く場所の主体的な活用としての「使いこなし」

　ある種の選択肢が増えたとしても，その選択肢
を活用する・できる者と，活用しない・できない
者がいる。ここで，労働者によるオフィス空間の
主体的な活用を捉える研究には，主に 2 つの潮流
がある。1 つめは，フレキシブル・オフィスのレ
イアウトを前提に「どれだけ空間内を移動する
か」という，いわば主体的な活用の絶対量を問う
考え方である。フレキシブル・オフィスは多様な
活動を支援する空間をオフィス内に設けることが
要である。しかしこの空間設計の背後には，そう
した空間があること自体が重要であるというより
は，従業員が積極的に多様な空間を使い分けてこ
そ効果が発揮されるという前提がある。こうした
考え方のもと，オランダの企業で実施された，
ABW が導入されたオフィスの利用実態や職務満
足との関係についての研究では，労働者は週に 1
回ほどしか作業空間を移動しないという活用の限
界がみられた（Hoendervanger et al. 2016）。しか
しこの研究ではそれに加えて，空間を積極的に使
い分けるほど職務満足が高いという結果もみられ
ていることから，「空間を積極的に活用する者は
少ないものの，活用するほど労働者自身に望まし
い影響も及びうる」と考察されている。研究の数
こそ限られるものの，労働者に自由度を与え，裁
量を持たせる空間設計のもとでは，いかにその空
間を活用できるかが重要な論点となりうる。
　2 つめは，単にオフィス内の移動頻度を超え

て，より直接的に労働者が「どのように使いこな
すのか」が重要だと指摘する考え方である。たと
えば，ジョブ・クラフティングの議論を援用し，

「自分のタスクに合った環境を選ぶ」「同僚と適切
な距離を取ることができる場所で働く」といった
ように，主体的に環境を活用したり工夫したりす
ることの意義を論じた研究がある（Bäcklander et 
al. 2021）。あるいは，オフィス環境とは少し異な
る観点ではあるが，同じ仕事上の資源として機能
する ICT の導入を取り上げ，ICT をどのように
使いこなしているか，それとジョブ・クラフティ
ングとの関係を論じている研究もある（Handke, 
De Boeck and Parker 2025）。
　さらに，近年は日本企業を対象として，オフィ
ス環境を資源と捉え，労働者による主体的な活用
の実態やその効果を論じる研究もある。たとえば
遠藤・薄・正木（2023）はフレキシブル・オフィ
スが導入されたスチール家具メーカーの従業員を
対象に質的研究を行い，従業員がどのような考え
に基づいてオフィスを自律的に活用し，日々の職
務を遂行しているのかを検討している。この研究
では，そもそも労働者は自律的に活動場所を選ぶ
ことの可能な時間が必ずしも多くなく，会議招集
等による業務上の制約を多く負っていることが確
認された。そのため，フレキシブル・オフィスで
働いていても，活動場所を自由に選択できる時間
も限定されており，少数の空間のみを使用してい
た。ただし，労働者自身はこうした業務上の制約
の中でも，少しでも効率的に仕事を進めるため
に，集中作業やコミュニケーションがしやすい場
所を選択・調整しようと主体的に工夫しているこ
とも確認された。
　また遠藤・正木（2025）は，フレキシブル・オ
フィスに対する労働者の主体的な工夫をオフィス
の「使いこなし」と呼び，ネットリサーチと自由
記述データの分析から使いこなしのレパートリー
抽出を試みている。その結果，個人作業を円滑に
進めるための工夫（e.g., 働く場所の選択，イヤホン
やモニター等のツールの活用），コミュニケーショ
ンを円滑にするための工夫（e.g., 同僚との距離を
意識して座る，見通しの良い場所を選ぶ，話しかけ
られても良い位置に座る）等がみられた。また，



日本労働研究雑誌72

正木・遠藤（2025）は心理尺度を用いた定量的な
分析を行い，オフィスを主体的に活用する頻度が
多いほど，N-S Fit の知覚や職務パフォーマンス
も高いという正の相関関係があることを確認し
た。これらの結果には，「どのようなオフィスが
あるか」という物理的環境の影響に加えて，「オ
フィス内で移動を積極的にしているか」の影響を
論じた前述の先行研究とも，労働者による主体的
な工夫こそが重要であると論じる点で一致がみら
れる。

４　働く場所の研究をめぐる課題と展望

　本節を通じて，働く場所の研究には，テレワー
クという物理的に離れた拠点間の自由度から論じ
る観点と，オフィスという単一の空間内でさまざ
まな用途・機能を選択するものとしての自由度か
ら論じる観点があることを述べてきた。加えて，
こうした物理的環境としてのオフィス形態の効果
そのものに着目する研究のほかに，その環境を主
体的に活用する労働者自身の工夫の意義を論じる
研究もあることを紹介した。本項では以上の議論
を踏まえた今後の研究課題と展望として 3 点を取
り上げる。
　まず 1 つめとして，そもそも働く場所としての
オフィス環境の主体的利用やジョブ・クラフティ
ングとの関係を扱う研究が非常に限られることで
ある（Davis, Leach and Clegg 2011）。両者の関係
性究明について，今後の更なる研究蓄積が期待さ
れる。2 つめとして，使いこなしの捉え方につい
て，労働者一人ひとりによる工夫に加えて，複数
人・チーム単位による工夫への着目とその研究が
期待される。これは，ジョブ・クラフティングに
おける「チーム・クラフティング」（e.g., Mäkikangas, 
Bakker and Schaufeli 2017）にも近い考え方であ
る。本節では，フレキシブル・オフィスにおける
個人作業（集中作業），コミュニケーションにお
ける使いこなしを取り上げてきた。ただし，これ
らの使いこなしの多くは，労働者個人単位の主体
的な意思・行動に基づくものが主である。一方
で，たとえば「週に 1 回，所属チーム全員が，オ
フィス内の同じエリアにまとまって座るようにす
る」等，所属チームメンバーと示し合わせたオ

フィスの使いこなしもあると考えられる。今後
は，複数人・チーム単位によるオフィスの使いこ
なしの実態把握と成果指標との関係についての研
究蓄積と基礎的理解が求められる。
　3 つめとして，本節では「働く場所」とオフィス
を同義で扱ってきたが，オフィスには働く場所と
しての機能が要求されるだけではなく，近年は労
働者の健康やウェルビーイングに配慮することも
求められてきている。Wohlers and Hertel（2017）
等によれば，知的労働者の主な 2 つの活動と考え
られているのは集中作業とコミュニケーション行
動とされる。しかし，労働者は労働時間のすべて
において全力で集中して業務に臨むとは考え難
く，業務の合間の気分転換やリラックスといった
ことも重要になる。オフィスにおいてこうしたイ
ンフォーマルな行動や工夫がみられるか，またそ
うした活動の効果や，支えるオフィス環境の特徴
は何かといった研究も今後期待される。

Ⅴ　結　　論

　本稿では仕事と私生活の境界管理という「働き
方」の観点と，テレワークやオフィス空間という

「働く場所」の 2 つの観点から，労働者の能動的
な工夫の存在や意義を論じてきた。総括すると，
働き方と働く場所の両方に関して，自由度はただ
存在し高まるだけでは効果を発揮しない可能性
や，むしろ労働者に対して役割葛藤の増加等の負
の影響をもたらす可能性すら示唆された。だから
こそ，これら 2 つのトピックに関する近年の研究
の中には，高まる自由度を自分なりに能動的に活
用することこそが重要だと考え，その意義や具体
的な内容に着目し，「境界管理戦術」や「オフィ
ス空間の使いこなし」といったキーワードで研究
に取り組むものもみられた。
　ジョブ・クラフティングは当初，タスク，人間関
係，仕事の意味付けといった限られた対象に関す
る工夫が主な研究対象とされてきた（Wrzesniewski 
and Dutton 2001）。しかしジョブ・クラフティング
の理論の核となる「能動的に外的環境と関わり，
自ら工夫をすること」という発想は，上記の通
り，働き方や働く場所といった多様な対象にあて
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